




令和７年度６月補正

（単位：千円）

災害時歯科保健医療提
供体制整備事業

内　　　　容 現計予算額 要求額

〇事業概要
　水不足や食生活の変化等、生活環境の変化により口
腔内環境が悪化しやすい災害時に、避難所において歯
科医療又は口腔ケア等の歯科保健活動の実施に必要な
器具・機材の整備を支援
【補助率】国10/10
【補助先】広島県歯科医師会
　　　　　(全19郡市地区歯科医師会に配備)

― 19,008

0 0 0

0 0

　対象者

一般県民、避難所で生活する被災者

県債 一般財源

0 0

成果目標

○事業目標：災害時の歯科保健医療提供体制の確保

事業費　（単位：千円）

財　　　　源　　　　内　　　　訳
国　庫
支出金

分担金・
負担金

使用料・
手数料

財産収入 繰入金 諸収入

事業名 災害時歯科保健医療提供体制整備事業（国庫）【新規】

目　的

　口腔内環境が悪化しやすい災害時における歯科保健活動の実施に必要な器具等を整備することにより、災害時の歯
科保健医療の提供体制の確保を図る。

事業説明

支出科目 款：衛生費　　項：医薬費　　目：医務費　　　　　　　　
担当課 健康づくり推進課

現計予算額

事 業 費

19,008

0

　事業内容

要 求 額

0 0 0

19,008 0 0 0

0 0



令和７年度６月補正

（単位：千円）

内　　　　容

0 0 0

0 0

現 計 予 算 額

事 業 費

22,800

0

―

129,984 ―

国1/2
県1/2

国10/10

　対象者

医療機関等

県債 一般財源

0 11,400

成果目標

○事業目標：地域に必要な医療提供体制の確保

事業費　（単位：千円）

財　　　　源　　　　内　　　　訳
国　庫
支出金

分担金・
負担金

使用料・
手数料

財産収入 繰入金 諸収入

事業名 医療提供体制確保支援事業（一部国庫）【一部新規】

目　的

　物価高騰や賃上げなどの社会・経済状況の変化の中にあっても、人口減少・高齢化に伴う医療ニーズの質・量の変
化に対応しながら、安全・安心で質が高く、効率的な医療提供体制の確保に向けた取組を推進する。

事業説明

支出科目 款：衛生費　　　　  項：医薬費　　　　　  　目：医務費　　　　　　　　　
担当課 医療介護基盤課、医療介護政策課、健康危機管理課

　事業内容

要 求 額

0 0 0

11,400 0 0 0

0 0

負担割合
令和６年度
２月補正

予算
要求額

7,480

合　　 　　計 4,535,118 22,800

国10/10 175,530 ―

①②：
国2/6、
県1/6、

事業所3/6
③：

国4/9、
県2/9、

事業所3/9

国1/2
県1/2

― 22,800

経営状況の
急変等を

踏まえた支援

○分娩を取り扱う病院の数が１以下であり、かつ、分娩を取り
扱う診療所の数が２以下である二次医療圏に所在する分娩取扱
施設（病院・診療所）のうち、前年度の収支が赤字の分娩取扱
施設に対し、運営費を補助（広島西圏域の２施設が該当）【新
規】
【補助単価】11,400千円/施設（運営費の赤字額が上限）

医師偏在
是正に向けた

支援

環境改善に
係る支援

○人口規模、地理的条件、今後の人口動態等から、医療機関の
維持が困難な地域において、診療所を承継・開業する場合に必
要な経費（①施設整備②設備整備③運営）を補助

○入院中の子供と家族が安心して医療を受けられるよう、院内
の環境を整備する医療機関に対する経費を補助

○分娩数が減少している分娩取扱施設に対し、給付金を支給
○分娩取扱休止・中止後、妊婦健診や産後健診を継続する医療
施設に対し、施設・設備整備に係る経費を補助
○患者数が減少している小児医療の拠点となる施設に対し、給
付金を支給

国10/10 2,431,528 ―
生産性向上
職場環境
整備支援

○病院、診療所、訪問看護ステーションを対象に、職場環境改
善の取組を支援し、医療人材の確保・定着を図るための措置に
伴う経費を補助

1,790,596 ―

○医療需要の急激な変化を受けて病床数の適正化を進める医療
機関に対し、経費相当分の給付金を支給
○地域医療介護総合確保基金等を活用して整備計画を進める医
療機関等に対し、物価高騰に係る経費の一部を支給



令和７年度６月補正

款：商工費  項：工鉱業費 　目：中小企業振興費　　　　
担当課 消防保安課、経営革新課

（単位：千円）

内　　　　容 現計予算額 要求額

財　　　　源　　　　内　　　　訳

※国庫支出金のうち、物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金（342,500千円）

支出科目

事業名 ＬＰガス料金高騰対策支援事業（国庫）

目　的

　国の「電気・ガス料金負担軽減支援事業」により都市ガス料金の負担軽減策が実施されるが、その対象から外れて
いる家庭業務用ＬＰガスを使用している一般消費者に対し、ＬＰガス料金高騰の負担を軽減するための支援を実施す
る。

事業説明

　対象者

　家庭業務用ＬＰガスを使用する県内一般家庭、中小企業等

　事業内容

成果目標

事業費　（単位：千円）

事 業 費 国　庫
支出金

分担金・
負担金

使用料・
手数料

財産収入 繰入金 諸収入 県債 一般財源

要 求 額 342,500 342,500 0 0 0 0 0 0 0

現 計 予 算 額 0 0 0 0 0 0 0 0 0

〇家庭業務用ＬＰガスを使用している県内の一般家庭及び中小企業等の負担軽
減のため、ＬＰガス販売事業者を通じた値引きを実施

【支援対象者】
　家庭業務用ＬＰガスを使用している県内一般家庭、中小企業等
　※販売事業者を通じた値引きを行うため、一般家庭等の手続は不要

【対象期間】
　令和７年７月～９月

【支援内容】
　１契約あたり４５０円
　　・１４０円×２か月分（令和７年７月・９月）
　　・１７０円×１か月分（令和７年８月）

― 342,500 

〇 事業目標：家庭業務用ＬＰガスを使用する県内一般家庭、中小企業等のＬＰガス料金に係る負担軽減



令和７年度６月補正

款：商工費  項：工鉱業費 　目：中小企業振興費　　　　
担当課 経営革新課

（単位：千円）

内　　　　容 現計予算額 要求額

財　　　　源　　　　内　　　　訳

※国庫支出金のうち、物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金（293,040千円）

支出科目

事業名 特別高圧電気料金高騰対策中小事業者等支援事業（国庫）

目　的

　国の「電気・ガス料金負担軽減支援事業」により電気料金（低圧契約・高圧契約）の負担軽減策が実施されるが、
その対象から外れている特別高圧契約により受電した電気を使用する県内中小事業者等に対し、電気料金高騰の負担
を軽減するための支援を実施する。

事業説明

　対象者

　特別高圧契約により受電した電気を使用する県内中小事業者等

　事業内容

成果目標

事業費　（単位：千円）

事 業 費 国　庫
支出金

分担金・
負担金

使用料・
手数料

財産収入 繰入金 諸収入 県債 一般財源

要 求 額 293,040 293,040 0 0 0 0 0 0 0

現 計 予 算 額 0 0 0 0 0 0 0 0 0

〇特別高圧で受電している中小企業等、特別高圧で受電している工業団地・商
業施設等に入居する中小企業等に対して、負担軽減のための支援金を支給

【支援対象者】
　特別高圧で受電している中小企業等、特別高圧で受電している工業団地・商
業施設等に入居する中小企業等
　※公的機関等を除く

【対象期間】
　令和７年７月～９月

【支援額】
　１．０円/kWh（令和７年７月・９月分）
　１．２円/kWh（令和７年８月分）

― 293,040 

〇 事業目標：特別高圧契約により受電した電気を使用する県内中小事業者等の電気料金に係る負担軽減




